
第 ５２ 期 決 算 公 告

貸 　 借　  対　  照 　 表
（２０２２年３月３１日現在）

（単位：千円）

科　　　　　目 科　　　　　目 金　　　額

【資産の部】 【負債の部】

9,942,575 9,936,791

18,719 2,153,699

156,479 900,000

250,477 946,170

7,743,823 1,950,447

7,709 2,433,940

11,928 546,455

760,603 133,851

62,782 492,202

920,249 326,351

9,802 51,318

11,664,063 2,353

8,546,760 8,110,417

1,129,334 2,250,000

17,037 3,964,145

559,478 1,807,579

1,228 28,400

373,436 7,380

1,290,319 52,912

5,175,925 18,047,208

468,388 【純資産の部】

462,495 3,559,430

5,892 100,000

2,648,914 424,600

200 177,100

380 247,500

40,802 3,034,830

63,737 57,400

1,052,962 2,977,430

1,490,432 1,539,627

400 1,437,803

3,559,430

21,606,639 21,606,639

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2022年6月14日
千葉県柏市末広町7番3号
株式会社日立物流首都圏
代表取締役　前川英利

未 払 金

未 払 費 用

1 年 内 返 済 予 定 の 長 期 借 入 金

契 約 資 産

未 払 消 費 税 等

未 払 法 人 税 等

未 払 連 結 法 人 税

リ ー ス 債 務

金　　　額

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

受 取 手 形

電 子 記 録 債 権

売 掛 金

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

預 け 金 前 受 金

そ の 他固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

固 定 負 債

預 り 金

長 期 借 入 金

そ の 他

リ ー ス 債 務

車 両 運 搬 具

退 職 給 付 引 当 金

工 具 、 器 具 及 び 備 品

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

土 地

資 産 除 去 債 務

構 築 物

機 械 及 び 装 置

繰 越 利 益 剰 余 金

リ ー ス 資 産

長 期 預 り 保 証 金

無 形 固 定 資 産

負 債 合 計

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

株 主 資 本

資 本 金

出 資 金

別 途 積 立 金

投 資 そ の 他 の 資 産 資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

長 期 前 払 費 用

そ の 他 資 本 剰 余 金

前 払 年 金 費 用

資 産 合 計 負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

利 益 剰 余 金

繰 延 税 金 資 産

利 益 準 備 金

差 入 保 証 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

そ の 他



（単位：千円）

科　　目

45,486,571

40,488,960

4,997,611

2,741,805

2,255,805

21

2,096

2,996

3,064

921

871 9,972

84,696

25,096

8,753 118,546

2,147,231

132

18,123

11,976 30,231

9,809

623 10,432

2,167,031

814,527

△ 75,914 738,613

1,428,417

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損 　益 　計 　算　 書
自２０２１年４月  １日
至２０２２年３月３１日

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

金　　　　　　額

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

補 助 金 収 入

物 品 売 却 益

事 務 手 数 料

損 害 賠 償 金

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

そ の 他

拠 点 再 編 費 用

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

政 府 補 助 金

受 取 補 償 金

特 別 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他



(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券　　　　  　　　　 　　 償却原価法
　子会社株式及び関連会社株式　　　  　　　　 　　 移動平均法に基づく原価法
　その他有価証券（時価のあるもの）　  　　  期末決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

  移動平均法により算定）
　　　　〃　　　（時価のないもの）　  　　  移動平均法に基づく原価法

(2) 棚卸資産 移動平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は、収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定しております)

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

(2) 無形固定資産 (リース資産を除く) 定額法

(3) リース資産 　 　　 　  　        　  　   

　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の

方法を採用しております。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうちリー

ス取引開始日が2008年３月31日以前のリース取引につい

ては通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　期末債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することとしております。

(2) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。

　① 退職給付見込額の期間帰属方法
　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

　定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
　  過去勤務費用はその発生時の従業員の平均残存勤務期間（１６年）による定額法により、費用処理しております。

　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間（12～24年）による定額法により、翌事業年度から

　費用処理しております。なお、当事業年度末において認識すべき年金資産が退職給付債務から未認識数理計算上の

　差異を控除した額を超過するため、前払年金費用として、投資その他の資産に計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づき期末要支給額を計上しております。

４. 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

５. 収益及び費用の計上基準

個　別　注　記　表

　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日改正）及び「収益認識に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日改正）を適用しており、以下の5ステップアプローチに基づ
き、収益を認識しております。

　　ステップ１：顧客との契約を識別する。
　　ステップ２：契約における履行義務を識別する。
　　ステップ３：取引価格を算定する。
　　ステップ４：取引価格を契約における別個の履行義務へ配分する。
　　ステップ５：履行義務を充足した時点で(又は充足するにつれて)収益を認識する。
 
　当社は、顧客の要望に合わせて総合的な物流サービスを提供しており、顧客との契約に当たっては、契約が備えるべき特
性の存在及び経済的実質が契約へ反映されている事を認識するとともに、当該契約の下で顧客へ移転することを約定した
財又はサービスの識別を行い、個別に会計処理される履行義務を識別しています。
取引価格の算定においては、顧客へ約束した財又はサービスの移転と交換に企業が権利を得ると見込んでいる対価の金額
で測定しております。なお、顧客との契約には重要な金融要素は含まれておりません。
当社では取引価格を各履行義務へ配分する必要のある契約を有しておりませんが、将来、配分の必要性のある契約が締結
された場合には、各履行義務を構成する財又はサービスを独立販売価格の比率で配分し収益の認識を行います。
収益の認識は、履行義務が要件を満たす場合に限り、その基礎となる財又はサービスの支配を一時点又は一定期間にわた
り認識しております。



(会計方針の変更に関する注記)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

　当社は、「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2020年３月31日。以下「時価算定会計基準」という。）等を

当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10項　2019年

７月４日 )第44項-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計基準を、将来にわたって

適用することとしております。なお、これによる当事業年度の計算書類に与える影響はありません。

(収益認識に関する注記)
　当社は主として３PL事業と重量機工事業を行っております。
３PL事業においては、国内における物流システムの構築、情報管理、在庫管理、受注管理、流通加工、物流センター運営、工
場構内物流作業及び輸配送などの物流業務の包括的受託等を行っています。契約において、保管物等の引き渡し等により履
行義務が一時点で充足されると定められている場合には、作業の完了及び保管物などの引き渡した時点で収益を認識してい
ます。契約において、一定期間にわたるサービスの提供が定められている場合には、その経過期間を考慮して収益を認識して
います。支払条件は主として1年以内の一般的な条件であり、延払等の支払条件となっている取引で重要なものありません。
　重量機工事業においては、特殊な重量品の輸送移設や各種機械設備輸送据付、移転サービス等を取扱う物流業務であり、
輸送、搬出、搬入、解体、組立、据付といった包括的な物流サービスを提供しています。当事業においては、包括的な物流
サービスを提供する場合もあれば、一部の作業のみを当社が請負う場合もあります。包括的な物流サービスを提供している場
合、各作業の相互関連性が高く、ある作業の進捗により他の作業が影響を受けることになるため、契約の観点において区分で
きません。契約に含まれる各作業は、作業単位で別個の履行義務とはならず、契約全体で単一の履行義務を構成します。契
約において、一定期間にわたるサービスの提供が認められている場合、その経過期間に応じて収益を認識しています。支払条
件は主として1年以内の一般的な条件であり、延払等の支払条件となっている取引で重要なものはありません。
なお、会社計算規則第115条の2第1項に従い、「収益の分解情報」及び「当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための
情報」の記載は省略しています。

　当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日改正）及び「収益認識に関する会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日改正）（以下あわせて「収益認識会計基準等」という。）を当事
業年度の期首より適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る
と見込まれる金額で収益を認識することとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っており、当
事業年度の期首より前に新たな会計基準を遡及修正した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利益剰余金に
加減し、当事業年度より新たな会計基準を適用しております。この結果、繰越剰余金の期首残高は９,３８６千円増加しており
ます。また、当事業年度の売上が２６,５９３千円、売上原価が１６,５００千万円、営業利益、経常利益、税引前当期純利益がそ
れぞれ１０,０９２千円減少しております。


